








































































































































（別記様式第２号（事業実施計画書）、第５号（実績報告書）） 

 

 
 
 
 
 
 

 
 農 林 名: 
 市町村名： 

 

 
 番 号： 

 

 

 

 

 

 

 
 

○○年度 

                                                    

福島県営農再開支援事業（家畜の導入）実施計画書 

                                                                            （兼実績報告書） 
 

        事業実施主体名：                
 

        現  住  所：                
 

        電 話 番 号：                
 

        フ ァ ッ ク ス：                
 

        代 表 者 氏 名：                ※法人等の場合 
 

        設 立 年 月 日：               ※法人等の場合 

 



１ 事業目標（又は事業目標の実績） 
 
（記載例、参考１） 
 ○○町において生産の断念を余儀なくされ、△△市に避難していたが、避難指示が解除され、除染も完了し、営農再開が可能となったことから、町に帰還し 
て、本事業を活用して□□等を導入・整備しながら、家族労働力○名で、○○（作物名等）を中心に、平成○年度から営農を再開し、その後、徐々に作付面 
積を拡大していくことを目標とする。 
 今後、徐々に栽培作物や作付面積等を増やしながら、所有する農地のうち、○年度末までに、被災前の農地面積の○割にあたる○ａの営農を再開等 する
ことを目標とする（○ａの再開等を行った）。 

 ○○の営農再開目標（又は営農再開実績）                                                         単位：a、トン等 

 主な作物等 被災前営農面積 営農再開実績 営農再開面積・生産量（目標又は実績） 

23年度～○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 再開面積等計 

  田             

普通畑          

樹園地          

牧草地          

  計            

 ※営農再開実績は、平成 23 年度から、事業実施計画書に基づく農業用機械・施設等の導入の取組の前年度までに営農を再開（若しくは継
続）した農地面積の合計（累計）を記入する。 

  ※営農再開の目標は、事業実施計画書の申請時点で見込み得る範囲において、事業実施計画書に基づく農業用機械、施設等の導入の取組
の初年度を含む 5 年間の各年度の見込まれる面積を中心に記載することとし、生産量は経営内容等に応じて、申請時点で見込み得る範囲
で可能な場合に同様に記載する。 

  ※営農再開面積・生産量の実績は、原則として事業を実施した年度欄に記載する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（記載例、参考２） 
 ○○町において生産の断念を余儀なくされたが、避難指示が解除されたことから、帰還して本事業を活用しながら畜舎を再建し、肉用牛の繁殖を再開する。 
 被災前は、○○頭の繁殖雌牛を飼養していたが、○年度末までに、被災前の飼養頭数の○割の営農再開を目標とする（○頭の営農再開を行った）。 
 ○○の営農再開目標（又は営農再開実績）                                            単位：頭羽数 

 被災前飼養頭羽数 飼養頭羽数（実績） 飼養頭羽数・生産量（目標又は実績） 

23年度～○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 再開頭羽数計 

肉用牛           

          

          

          

   計             

 ※飼養頭羽数実績は、平成 23 年度から、事業実施計画書に基づく家畜の導入の取組の前年度までに飼養を再開（若しくは継続）した頭羽数
（累計）を記入する。 

  ※飼養頭羽数・生産量の実績は、事業を実施した年度欄に記載する。 
 

２ 事業実施計画（又は事業実績） 

 （１）農業用機械等の導入（原子力被災１２市町村農業者支援事業により実施） 

No       機械等の種類・内容 
        仕様   作物等 

  面積 
  数量 

事業費 
  （Ａ） （円） 

備考 
 

  1  【記載例】 

 田植機 ４条植１台 

 【記載例】 

 4.9PS、0.62m/秒 

【記載例】    

水稲   5ha 

  

2      

        計   

 ※事業費の欄には、本事業で対象とする補助対象経費及び補助対象経費に該当しないものがある場合には、それも含めた総額を記載する。 
  以下､（２）から（５）及び３に同じ。 
 ※備考欄には、必要に応じて事業費の主たる内訳、単価等を記載する。以下、（２）から（５）に同じ。  



                                                                                                              
（２）施設の整備等（原子力被災１２市町村農業者支援事業により実施） 
                                                                                            

No 施設等の種類・内容 仕様 作物等面積 
数量 

事業費 
  （Ａ） （円） 備考 

  1 【記載例】 
家畜飼養管理施設 搾乳牛舎３６０㎡ 

 【記載例】 
 木造 
 間口○ｍ×長さ○ｍ×１棟 

 【記載例】    
  乳用牛 
    30頭      

  

 
2 

【記載例】 
パイプハウス １０００㎡ 

 【記載例】 
 間口○ｍ×長さ○ｍ×２棟 
 換気扇２器 

 【記載例】    
   トマト 
    10ａ      

  

計   

 
（３）施設の撤去（原子力被災１２市町村農業者支援事業により実施） 
                                                                                            

No 施設等の種類・内容 仕様 
事業費 

   （Ａ）  （円） 備考 

  1 【記載例】 
 ○○施設の撤去 ○㎡     解体、撤去、搬出等   

  ２     

計  

 ※備考欄には、撤去前の施設の内容（作物、畜種等の規模）や撤去後の利用予定（施設整備等）を必要に応じて記載する。 
 
 
 
 
 
 



 
 
（４）果樹の新植・改植、花き等の種苗等の導入 （原子力被災１２市町村農業者支援事業により実施） 
                                                                             

No 区分・事業量 仕様 
作物等 
面積 
数量 

事業費 
（Ａ） （円） 備考 

  1  【記載例】 
 改植 ○㎡ 

 【記載例】  
 伐採・抜根・深耕・整地 
 梨ジョイント栽培 

 【記載例】    
   梨（品種） 
苗木 ○○本   

  

  ２      

計    

 
 
（５）家畜の導入（福島県営農再開支援事業により実施） 

No 畜 種 頭 数 飼養可能頭数 事業費 
 （Ａ） （円） 備 考 

  1 
 【記載例】 
 乳用牛（搾乳用雌牛） ○か月齢、登録牛     

2      

        計    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



３ 事業費総括表（事業実施計画又は事業実績）         

区  分 
事業費 

（Ａ） 

補助対象経費（B） 

（(A)のうち、補助対象外の

経費を除いた額） 

補助金（Ｃ） 

備 考 
区分（１）～（３）：（B）×指定の補助率以内の額 （C） 

区分（４）～（５）： 

 ①（（B）×指定の補助率）以内の額、又は、上限補助金額（果樹

の面積あたり又は家畜の一頭あたりの補助金上限額）×事業数量

（面積又は頭数）の額、のいずれか低い額 （C）  

②（（B）（実施要領第 10 の（１）のエ）×指定の補助率）以内の額

（C） 

（１）農業用機械等の導入 円 円 円   

（２）施設の整備等 円 円 円   

（３）施設の撤去 円 円 円   

（４）果樹の新植・改植、花き等 の種苗等の導入 円 円 円   

（５）家畜の導入 円 円 円   

合

計 

原子力被災１２市町村農業者支援事業実施分 

 (1)～(4) 
円 円 円   

福島県営農再開支援事業実施分 

 (5) 
円 円 円   

  円 円 円   

補助金申請予定額 

（又は補助金実績額） 

原子力被災１２市町村農業者支援事業実施分(1)～(4) 円   

福島県営農再開支援事業実施分(5) 円   

  円   

 
 注）備考には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には、「除税額●●円」を、同税額がない場合には、「該当なし」 と、

同税額が明らかでない場合には、「含税額」とそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には、計の欄に合計額「除税額●●円」と
記入する。 

３ 
 注）補助対象経費の限度額は 1,000万円。 
     また、被災 12 市町村内で営農再開等の計画を実施する場合で、補助対象経費の限度額が 3,000 万円までに引き上げられることが可能な

事業実施計画書を福島県知事に提出するためには、あらかじめ、事業実施計画の内容が、①市町村が定める復興計画等に沿ったものであ
ること、かつ、②申請者の経営規模や経営内容からみて、営農再開等を図る上で、多額の初期投資を必要とすることについて、市町村の確
認書を添付することが必要です。 

 注）補助金額の欄（C）は、（１）から（５）の事業項目ごとに定められた算式により、算出した額を記載する。 
 注）補助金申請予定額（原子力被災１２市町村農業者支援事業実施分(1)～(4)）は、千円未満を切り捨てし記載する。 



  注）実績報告書の段階で、実施計画書から変更があった場合は、二段書きとし、上段に（ ）変更前、下段に実績を記載する。 
 
４ 添付資料（事業実施計画の申請時） 
 
（１）概算設計書、見積書等の根拠となる資料（写し） 
 
（２）位置、位置図（配置図）、平面図、立面図、側面図 
 
（３）農業用機械、施設等の規模等の決定根拠となる資料及び補足資料（様式 1） 
 
（４）カタログ 
 
（５）規約・定款（法人、団体の場合） 
 
（６）その他福島県知事が必要と認める資料 等 
 
 
５ 添付資料（事業実績の報告時） 
 
（１）出来高設計書、納品書、請求書、領収書等費用の根拠となる資料（写し） 
 
（２）位置、位置図（配置図）、平面図、立面図、側面図、登記簿（家畜） 
 
（３）契約書（写し） 
 
（４）写真 
 
（５）その他福島県知事が必要と認める資料 等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
様式１【補足資料】 
 
 ※既に所有（保有）の機械、施設等がある場合は下記に記入する。 
 

     導入予定の農業用機械、施設等の規模、性能等を決定する際の補足資料      

機械、施設等 台数、規模等 規格・年式 利用作物等 稼働状況・使用状況 
備考 

購入年度や他の事業 
 での購入等を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 ※所有（保有）する機械・施設等ごとに分けて記入する。 



（別記様式第３号）

年 月 日

年 月 日

福島県営農再開支援事業変更申請書

事業実施市町村：

事業実施地区　：

事業実施主体　：

事業実施計画期間　自：

　　　　　　　　　至：



１　変更の理由

２　変更箇所

　　※　変更する事業目標、事業実施計画（事業メニューごと）及び事業費総括表のみ、変更前を上段括弧書きで記入した上で、

　　　下段に変更内容を記入してください。

３　添付資料

　　変更前の事業実施計画書を添付すること。



（別記様式第４号）

年 月 日

年 月 日

福島県営農再開支援事業実績報告書

事業実施市町村：

事業実施地区　：

事業実施主体　：

事業実施計画期間　自：

　　　　　　　　　至：



１　事業目標

　　本事業の実施により、令和○年○月までに、営農休止した面積のうち○割の営農再開が図られた。

　　（注）放れ畜対策及び放射性物質の吸収抑制対策のみ実施する計画では、事業目標の記入は不要です。

（参考１）○○の営農再開目標 単位：ha

平成
24年度

平成25
年度

平成26
年度

平成27
年度

平成28
年度

平成29
年度

平成30
年度

令和元
年度

令和2
年度

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和6
年度

令和7
年度 計

田

普通畑

樹園地

牧草地

計 Ａ Ｂ

営農再開目標　＝　Ｂ÷Ａ　＝ ％

　注：営農再開面積（実績）の記入は、該当年度とそれ以前の年度を記入してください。

２　事業実施実績

（１）除染後農地の保全管理

営　農　再　開　面　積（目　標）
営農休止面積

（平成23年12月末）

　注：事業の内容は、事業対象面積ごとに除草、緑肥の栽培、用水路の清掃等を記入して下さい（複数記入することは可能ですが、
　　　「等」でくくらないようにしてください。

事業の内容

計

事業実
施面積
(ha)

10a当たり
単価（円）

事業費
（円）

補助金
（円）



（２）鳥獣被害防止緊急対策

①　総括表

　注）１　負担区分の県費・市町村費欄には、事業実施に係る県費と市町村費の合計を記入する。
　　　２　負担区分のその他欄には、事業実施に係る補助金、県費及び市町村費以外の額を記入する。
　　　３　備考欄には、仕入れに係る消費税等控除相当額について、これを控除した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」
　　　　　を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入する。

②　被害防止活動の実施計画

補助金 県費 市町村費 その他

備考
負担区分（円）

県費 市町村費 その他
事業内容

事業費
（円） 補助金

計

○被害防止活動の実施
　１　推進体制の整備
　２　個体数調整
　３　被害防除
　４　生息環境調査
　５　特定活動

○鳥獣被害防止施設の整備

事業費
（円）

負担区分（円）
備考

1　推進体制の整備

事業内容
対象
鳥獣

対象
地域

実施
時期

内　容

5　特定活動

計

2　個体数調整

3　被害防除

4　生息環境管理



　注）１　負担区分の県費・市町村費欄には、事業実施に係る県費と市町村費の合計を記入する。
　　　２　負担区分のその他欄には、事業実施に係る補助金、県費及び市町村費以外の額を記入する。
　　　３　「1　推進体制の整備」の内容欄は、協議会等の活動について、開催年月日、会議名及び活動内容を記入すること。
　　　４　「2　個体数調整」の取り組みとして、狩猟免許取得の支援を行う場合には、内容欄に、所属機関の名称、免許の種類、
　　　　　取得人数及び活動内容を記入すること。
　　　５　「3　被害防除」の取組として、現場指導者の育成を行う場合には、内容欄に、所属機関の名称、育成人数及び活動内容
　　　　　を記入すること。
　　　６　「5　特定活動」の取組として、大規模緩衝帯の整備を行う場合には、内容欄に伐採率等を記し、整備範囲、農地等の防
　　　　　止対象区域がわかるような地図、規模決定根拠となる資料、管理規定等を添付すること。
　　　７　「5　特定活動」の取組として、誘導捕獲柵わなの整備を行う場合には、整備内容、設置場所の規模（設置数）、仕様図
　　　　　など決定根拠となる資料、管理規定等を添付すること。

③　鳥獣保護防止施設の整備
　a.施設整備地域の地域指定状況

山村 過疎 特農

　（注）施設を整備する対象地域における地域の指定状況について、該当する区分欄に○印を記入すること

　b.鳥獣被害防止施設の整備計画

補助金 県費 市町村費 その他

計

　（注）侵入防止柵等の被害防止施設の設置場所が分かる地図、対象獣種及び柵の種類毎の1m当たり単価、柵の仕様の分かる資料、
　　　　導入資材の内訳及び事業費の内訳の分かる資料等を添付すること。

④　その他
　上記のほか、適宜、以下の書類を添付すること。
　(1)　協議会等の規約、定款、寄付行為等及び収支予算（又は収支決算）
　(2)　関係団体へ委託する場合は、その委託契約書（案）（又は写し）
　(3)　上限単価の地域特認に係る協議がある場合には、当該事業の内容がわかる資料

内　容
備考

計

市町村名 整備地域

対象鳥獣 整備地域
受益
戸数

実施内容 事業費
負担区分（円）

補助率 備考



（３）放れ畜対策

　注：事業の内容は、実施要綱第4の1の(3)の別表３に掲げる事業内容ごとに記入してください（複数記入することは可能ですが、
　　　「等」でくくらないようにしてください。）。

（４）営農再開に向けた作付実証

　注：事業の内容は、複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。

（５）避難からすぐに帰還しない農家の農地を管理耕作する者への支援

　注：事業の内容は、複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。

計

10a当たり単価
（円）

事業費
（円）

補助金
（円）

（実証品目・面積）【記載例】○○を○ha、△△を△ha。
（実証の内容）

事業実施面積
(ha)

事業内容

計

対象市町村
事業費
（円）

補助金
（円）

事業の内容 実施時期 事業内容

事業実施面積
(ha)

事業内容
10a当たり単価

（円）
事業費
（円）

農業機械のリース

農地の管理

事業項目

計

（作付品目・面積）
【記載例】○○を○ha、△△を△ha。

補助金
（円）

（作付品目・面積）
【記載例】○○を○ha、△△を△ha。
（導入機械名・台数）
【記載例】○○を○台、△△を△台。



（６）放射性物質の交差汚染防止対策

　注１：事業の内容は、農機具ごとの対象台数、交差汚染防止対策の指導内容ごとの対象戸数等を記入してください。
　　　　（複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。）
　注２：単価は、農機具等の交差汚染防止対策については1台当たりの単価、交差汚染防止対策の効果的な実施体制の整備について
　　　　は事業費の内訳を記入してください。

（７）新たな農業への転換支援

①　土地利用型作物

　注：事業の内容は、複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。

事業量
(対象台数、戸数)

計

単価
（円）

事業費
（円）

補助金
（円）

事業項目 事業内容

農機具等の交差汚染防止
対策

（対象品目）
（農機具の種類及び実施内容）

交差汚染防止対策の効果
的な実施体制の整備

（対象品目）
（指導内容）

補助金
（円）

農業機械のリース （作付品目・面積）
【記載例】○○を○ha、△△を△ha。
（導入機械名・台数）
【記載例】○○を○台、△△を△台。

事業項目
事業実施面積
(ha)

事業内容
10a当たり単価

（円）
事業費
（円）

計

整地等 （作付品目・面積）
【記載例】○○を○ha、△△を△ha。



②　園芸作物

　注：事業の内容は、複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。

（８）水稲の作付再開支援

　注：事業の内容は、事業対象面積ごとに代かき、畦畔の修復を記入してください。

農業機械のリース

事業項目
事業実施面積
(ha)

事業費
（円）

補助金
（円）

計

（作付品目・面積）
【記載例】○○を○ha、△△を△ha。
（導入施設名・棟数）
【記載例】○○を○棟（溶液栽培施設一式、△△を△棟。

事業内容

（作付品目・面積）
【記載例】○○を○ha、△△を△ha。
（導入資材名・数量）
【記載例】土壌改良材を○kg、△△を△袋。

整地等

計

事業実施面積
(ha)

事業の内容
10a当たり単価

（円）
事業費
（円）

補助金
（円）



（９）除染後農地の地力回復対策

（10）地域営農再開ビジョン策定支援

　注：事業の内容は、実施要綱第4の1の(10)の別表４に掲げる事業内容ごとに記入してください（複数記入することは可能ですが、

　　　「等」でくくらないようにしてください。）。

計

事業実施地区数 実施時期 事業内容
事業費
（円）

補助金
（円）

計

大型機械による深耕

（作業の内容）

事業費
（円）

補助金
（円）

事業項目
事業実
施面積
(ha)

事業内容
10a当たり単価

（円）

堆肥・酸度矯正資材の施用による地力
回復

（資材の名称及び使用数量）
（作業の内容）



(11)先端技術等を活用した大規模な営農再開拠点構築に向けた支援

　注：事業の内容は、複数記入することは可能ですが、「等」でくくらないようにしてください。
計

事業実施面積
(ha)

事業内容
事業費
（円）

補助金
（円）

（作付品目・面積）
（実施内容毎に内容・必要な経費等を記載）
【記載例】
・省力的技術等の先端技術や新規作物の導入等を実装した経営モデルの確立
　導入技術名○○、導入機械名○○を○台リース　　　○○円
　（作物名）の分析費、加工適性調査費　　　　　　　○○円
　検討会調査委託　　　　　　　　　　　　　　　　　○○円
・地力回復対策
　地力回復のためのたい肥の施用　　単価×施用量　　○○円
　たい肥の施用に係る○○作業　　　単価×実施面積　○○円
・特定農作業受委託による管理耕作
　作物名　管理費単価×面積　　　　　　　　　　　　○○円
　導入機械名○○を○台リース　　　　　　　　　　　○○円
・新たな農業への転換
　○○栽培のための整地等作業　　　単価×実施面積　○○円（補助対象経費○○円）
　○○栽培のための○○資材の購入　単価×数量　　　○○円（補助対象経費○○円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　○○円（補助対象経費○○円）



（12）放射性物質の吸収抑制対策

　注１：放射性物質の吸収抑制対策については、対象品目別に実施面積と対象資材を記入して下さい。
　注２：放射性物質の吸収抑制対策の効果的な体制整備については、事業実施戸数又は検体数での標記も可。なお、その場合には、
　　　　単価欄に事業費の内訳を記入してください。
　注３：吸収抑制対策の事業効果を検証した場合は、調査結果を添付すること。

（13）特認事業（特認事業の実施には、あらかじめ農林水産省との協議が必要です。）

事業実施面積
(ha)

事業実施面積
(ha)

事業内容

（対象品目）
（資材の名称及び使用数量）

10a当たり単価
（円）

計

放
射
性
物
質
の

吸
収
抑
制
対
策

吸収抑制資材の施用

品目・品種転換

改植・剪定等

反転耕・深耕

放射性物質の吸収抑制対策の効
果的な実施体制の整備

（対象品目）
（資材の名称及び使用数量）

（対象品目）
（資材の名称及び使用数量）

（対象品目）
（資材の名称及び使用数量）

（対象品目）
（分析・指導等の内容）

事業費
（円）

補助金
（円）

事業実施面積
(ha)

事業の内容
10a当たり単価

（円）
事業費
（円）

補助金
（円）

計



３　事業費総括表

特認事業 平成○年○月○日付けで事業実施計画承認通知受領
計

地域営農再開ビジョン策定支援

放射性物質の吸収抑制対策

先端技術等を活用した大規模な営農再開拠点構
築に向けた支援

水稲の作付再開支援

除染後農地の地力回復対策

放射性物質の交差汚染防止対策

新たな農業への転換支援

営農再開に向けた作付実証

避難からすぐに帰還しない農家の農地を管理耕
作する者への支援

放れ畜対策

事業費（円） 補助金（円） 備考

除染後農地の保全管理

鳥獣被害防止緊急対策



（別記様式第６号） 

 

番 号 

年月日 

 

 

  東北農政局長 殿 

 （生産部○○課取扱） 

 

 

                          福島県知事 

 

 

   福島県営農再開支援事業に係る事業実施計画の承認状況報告について 

 

 

 福島県営農再開支援事業実施要綱（平成 25 年２月 26 日付け 24 生産第 2875 号農林水

産事務次官依命通知）第７の１に基づき、○年○月から○月までの事業実施計画の承認状

況を別添のとおり報告する。 

 

 

 

 



（別記様式第６号別添）

１　事業目標 単位：ha

平成
24年度

平成25
年度

平成26
年度

平成27
年度

平成28
年度

平成29
年度

平成30
年度

令和元
年度

令和2
年度

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和6
年度

令和7
年度

計

県合計

事業実施計画承認状況報告書

営　農　再　開　面　積（実　績）営農休止面積
（平成23年12月

末）
市町村名



２　事業実施計画書 単位：ha

計

市町村名 地区名 事業実施主体名 事業名 事業内容

計

計

補助金
（円）

事業費
（円）



３　事業費総括表

家畜の導入支援
今回承認分

既承認分

先端技術等を活用した大規模な営農再開拠点構築
に向けた支援

今回承認分
既承認分

除染後農地の地力回復対策
今回承認分

既承認分

今回承認分

既承認分
地域営農再開ビジョン策定支援

計

特認事業

水稲の作付再開支援

新たな農業への転換支援

放射性物質の交差汚染防止対策

今回承認分

放射性物質の吸収抑制対策

既承認分

今回承認分

既承認分

今回承認分

補助金（円）

放れ畜対策

事業費（円）

今回承認分

今回承認分

既承認分

既承認分

今回承認分

営農再開に向けた作付実証

避難からすぐに帰還しない農家の農地を管理耕作
する者への支援

既承認分

除染後農地の保全管理

鳥獣被害防止緊急対策

既承認分

今回承認分

既承認分

今回承認分

今回承認分

今回承認分

既承認分

今回承認分

既承認分

既承認分

既承認分



（別記様式第７号） 

 

番 号 

年月日 

 

 

  東北農政局長 殿 

 （生産部○○課取扱） 

 

 

                          福島県知事 

 

 

福島県営農再開支援事業に係る事業実績の報告について 

 

 

 福島県営農再開支援事業実施要綱（平成 25 年２月 26 日付け 24 生産第 2875 号農林水

産事務次官依命通知）第７の２に基づき、○年度の事業実績を別添のとおり報告する。 

 

 

 

 













１ 事業名 

 

 

２ 事業の緊急性及び必要性 

  ※誰にでも分かるように具体的に記入すること。 

 

 

３ 事業の内容 

 

 

４ 事業の採択要件 

 

 

５ 事業実施主体 

 

 

６ 補助対象経費 

  ※補助対象経費の記入に当たっては、「等」を使用しないこと。 

 

 

７ 補助率 

  ※農家の資産形成に関与する事業内容であれば、基本的に２分の１以内である。 

 

 

８ 事業実施期間 

  ※本申請に係る年度末を超える場合は、その理由を明記すること。 

 

 

９ 所要額 

（１）事業費（円） 

 

 

（２）補助金（円） 


